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本研究では，我が国で実施されてきた高速道路整備が経済活動の都市集積現象に与えた影響を評価する．そ
のために，高山ら 1) が開発した集積の経済を考慮した空間応用一般均衡モデルを，高速道路整備の効果を分析
できる枠組みに改良する．そして，1985年～2005年の現実の人口分布の変化とモデルによる予測結果との整合
性を確認したうえで，高速道路整備がもたらした大都市・地方都市の人口変化の特徴を調べる．
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1. はじめに

(1) 背景と目的

高速道路等の交通網整備は，短期的には都市間の人

流・物流効率を大幅に改善する．その一方で，長期的

には，地方都市に立地する支店の撤退等，小都市の経

済活動が大都市に吸い取られるストロー現象 (経済集積

の進展)をもたらす原因にもなっている．経済学分野で

は，この経済集積の主要因が “集積の経済” と呼ばれる

「多様な経済主体 (企業, 労働者) の集中立地による生産

効率の向上効果」であることを示す理論・実証研究が

蓄積されてきた．

一方，政策効果の空間分布を評価するための代表的

手法である SCGE 分析は，“集積の経済” と “人口移

動” を無視している．したがって，既存の SCGE 分析

では，“交通基盤整備による人流・物流効率改善” など

の短期的効果は捉えられても，“それに伴う経済集積の

長期的変化 (e.g., ストロー現象)” は記述できない．こ

れは，既存の分析枠組では，“経済集積の変化” や “そ

れに伴う多大な経済的影響”などの，政策の長期的効果

を適切に評価することが困難であることを意味する 1．
1 “集積の経済”と “人口移動 (生産要素の地域間移動)” を考慮し
た枠組でも，政策の長期的効果の適切な評価には不十分となり
得ることが，大澤・赤松 2), Akamatsu et al. 3) により指摘さ
れている．より具体的には，新経済地理学に基づいた枠組であっ
ても，『大都市と地方都市を結ぶ交通基盤整備は地方都市経済を
活性化させる』という非現実的な結果しか説明できないモデル
が存在することが明らかにされている (e.g., Helpman 4) に基
づいた定量的空間経済モデル5))．なお，本研究の分析で用いる
SCGE モデルは，高山ら 6) において説明されている通り，こ

既存の政策評価手法の問題を解決するには，集積の経

済と人口移動を考慮したSCGE分析枠組の開発が不可欠

である．そこで，高山ら1), 6) は，新経済地理学 (NEG)

の理論的知見に基づいたモデルを開発している．しか

し，これらの研究では，モデルの基本特性を明らかにす

ることを重視していることから，“地域分割が都道府県

単位”，“地域間距離を直線距離で定義しており，現実

的な輸送網を表現できていない” といった限界がある．

NEG分野の知見により，特定の都市・地域に働く集積

の経済効果は，都市・地域の人口・経済規模や輸送網の

構造に強く依存することが知られていることから，こ

れらの限界は SCGE分析結果に大きな影響を与えてい

る可能性が高い．それゆえ，既存研究の知見のみでは，

開発されたモデルにより信頼性の高い政策効果分析が

実施可能であるか否かを確認することが困難である．

そこで，本研究では，高山ら1), 6) により開発された，

“集積の経済”と “人口移動”を考慮した SCGE モデル

を改良する．具体的には，都市雇用圏を基準とした詳細

な地域分割を実施するとともに，現実の高速道路・国道

網を反映した空間構造を考慮した枠組を構築する．そ

して，現実の交通網整備を模擬した数値解析を実施し，

その結果と実現象を比較することで，SCGE モデルの

特徴を確認する．さらに，得られた結果から，高速道

路網の整備がもたらした大都市・地方都市の人口変化

の特徴を整理する．

本論文の構成は，以下の通りである．本章 (2)節で

れらの課題を解決した枠組である．
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は，関連研究の成果と課題を整理したのち，本研究の

位置づけを述べる．第 2章では，高山ら 1)により開発

された，集積の経済と人口移動を考慮した SCGE モデ

ルを説明する．第 3章では均衡状態を定義し，第 4章

でその導出方法を示す．なお，第 2–4章の内容は基本

的に 高山ら 1) と同様ではあるものの，読者の理解を

容易にするために，その内容を詳しく紹介する．次に，

実データを用いたパラメータの設定方法を第 5章で提

示する．第 6章では日本を都市雇用圏を基準とした地

域に区分した上で，現実の交通網の変化を模擬した数

値解析結果と実現象とを比較する．そして，その結果

から，開発した SCGE モデルの特徴を明らかにする．

その後，第 7章にて，高速道路整備がもたらした大都

市・地方都市の人口変化の特徴を，数値解析結果に基

づき整理する．最後に，第 8章で本研究の成果をまと

めた後，今後の課題を述べる．

(2) 関連研究と本研究の位置づけ

SCGE モデルに関する研究は，これまでに膨大に蓄

積されている．そして，それらの研究蓄積により，経

済データを利用した分析手法の確立・汎用性の高い分

析枠組みの構築といった成果があげられている．しか

し，前述したように，これらの枠組みの殆どが “集積の

経済”と “人口移動” を考慮していない．

NEG分野では，“集積の経済”と “労働者の地域間移

動” を考慮した一般均衡モデルに関する理論・実証研究

が膨大に蓄積されてきた．そして，それらの研究蓄積

により，経済活動が空間的に集積するメカニズムや現

実の都市システムで観察される様々な特性の理解が深

められてきた．それらの知見は，教科書としてまとめ

られるまでになっている (e.g., Fujita et al. 7), Baldwin

et al. 8), Combes et al. 9), Fujita and Thisse 10), 佐藤

ら 11), 曽・高塚 12))．

最近では，詳細な空間経済データが利用可能とな

ったことから，これらの理論的知見に基づく計量分

析が活発に行われるようになっている (e.g, Redding

and Sturm 13), Allen and Arkolakis 5), Redding 14),

Behrens et al. 15))．しかし，NEG に基づく最近の計

量分析には，大澤・赤松 2), Akamatsu et al. 3)が指摘

しているように，「現実の経済活動の空間的集積パター

ンが持つ多極性を内生的に表現しえない数理構造をもっ

たモデルが選択されている」という重要な問題が存在す

る 2．これらと並行して，NEG理論のエッセンスを導入

した (i.e., 集積の経済を考慮した) SCGE モデルも数多

2 “多極型の集積パターンを表現できる” というモデル特性が，現
実の都市システムで観測される規則性 (都市階層原理, ランクサ
イズルール) とモデルの整合化の鍵となることを示唆する研究
成果も得られ始めている16), 17)．これらの議論の詳細について
は，例えば高山 18) 参照．

く開発されている (e.g., Bröcker 19), Bröcker et al. 20),

Knaap and Oosterhaven 21), Thissen et al. 22), Vold

and Jean-Hansen 23), 石倉・吉川 24))．しかし，そのい

ずれも，“労働者の地域間移動” を考慮していない．

これらの研究と比較して，本研究では，上述の課題

を解決した 高山ら 1) の SCGE モデルを発展させた枠

組により分析を実施している点に特徴がある．さらに，

現実的な政策効果分析への応用への重要なステップと

考えられる，実現象とモデル挙動との整合性を具体的

に検証している点も重要な特徴であろう．したがって，

本研究を基礎としてさらなる研究が蓄積されれば，従

来，不可能であった SCGE モデルによる長期的な政策

分析を効果的に実施するための基盤が構築されると期

待できる．

2. 集積の経済と労働者の地域間移動を考慮
した空間応用一般均衡モデル

本章では，高山ら 1) が開発した，Core–Peripheryモ

デル, Footloose Capital モデル, Vertical Linkage モデ

ルを統合した，空間応用一般均衡モデルを紹介する．

(1) 地域・経済環境の設定

離散的な A箇所の地域が存在する経済システムを考

える 3．この経済には，I 種類の産業と消費者が存在す

る．各々の産業は独占競争的であり，各産業の企業は，

収穫逓増の技術により，労働・資本・中間財を生産要素

として，差別化された財を生産する．以降では，産業

i ∈ I ≡ {1, 2, · · · , I} の企業が生産する財を “財 i” と

表す．本モデルでは，規模の経済，消費者の多様性選

好，ならびに供給できる財の種類 (バラエティ)に制限

がないことから，どの企業も必ず他企業とは異なる種

類の財を生産する．そのため，地域 aで生産を行う企

業の数は，供給される財 iの種類数 niaに等しい．また，

この財 iは，地域間輸送ネットワークにより任意の地域

に供給でき，その際の輸送費用は氷塊費用の形をとる．

消費者は，地域全体に固定的に N 存在し，居住する

地域 a ∈ A ≡ {1, 2, · · · , A}を選択することができる．
また，各消費者は，1単位の労働に加え，κa 単位の資

本を所有しており 4，それらを非弾力的に供給する．そ

れゆえ，所得は賃金所得と資本所得からなる．労働は

自地域のみにしか供給できない 5 一方，資本は自地域

3 本稿で構築する SCGE モデルは，一国内に存在する複数の地
域を対象としており，国外への輸出入は無視している．

4 消費者の資本の所有量が地域毎に異なるという仮定を導入した
のは，地域全体の総資本量と人口が必ずしも比例しないためで
ある．

5 この仮定を導入することから，本モデルを用いた分析では都市・
地域を単純に行政圏で定義するのではなく，都市雇用圏25) を
用いるべきであると考えられる．
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のみならず他地域へも (追加的な費用なしで) 自由に投

資することができると仮定する 6．

(2) 消費者行動

本稿では，産業 i ∈ I に従事し，資本を地域 ãの産

業 ĩに供給する消費者を “消費者 {i, ã, ĩ}”と表す．ただ
し，以降では，x = {i, ã, ĩ} と定義し，表記の簡略化の
ため，誤解のない範囲で x を用いた表現をする．

すべての消費者は，財 j ∈ I に対して同一の選好を
有すると仮定する．また，地域 a ∈ Aに居住する消費
者 x ∈ X ≡ {x = {i, ã, ĩ} | ã ∈ A, i, ĩ ∈ I} の効用関数
u({cja,x })は，次の Cobb-Douglas型効用関数を用いる:

u({cja,x }) =
∑
j∈I

µj ln
[
cja,x

]
, (1)

ここで，µi ∈ (0, 1]は消費者の財 iへの支出割合を表す

定数であり，
∑

i µ
i = 1が成立する．また，cja,x は差別

化された財 j の消費により得られる部分効用を表して

おり，次の CES 関数により定義する:

cja,x =

[∑
b∈A

∫ nj
b

0

{
qjba,x (ν)

}σj−1

σj

dν

] σj

σj−1

. (2)

ここで，ν は財の種類 (バラエティ)を表すインデック

スであり，常にその種類が連続的かつ無限に存在する

と仮定するため，連続変数とする．また，qjba,x (ν)は，

地域 bで生産され，地域 aの消費者 x により消費され

る財 j のバラエティν の消費量，njb は地域 bで生産さ

れた財 jの種類 (バラエティ)数，σj > 1 は財 jの代替

の弾力性である．

消費者の予算制約式は以下の通りとなる:∑
j∈I

∑
b∈A

∫ nj
b

0

pjba(ν)q
j
ba,x (ν) dν = ya,x . (3)

ここで，ya,x は消費者 x = {i, ã, ĩ}の所得，pjba(ν) は
地域 bで生産され，地域 aの消費者 x により消費され

る財 jのバラエティνの価格である．なお，地域 aの消

費者 x = {i, ã, ĩ}の所得は賃金所得と資本所得の和で
与えられるため，ya,x (= ya,{i,ã,̃i})は地域 aの産業 iの

企業が支払う賃金 wi
aと，地域 ãの産業 ĩの企業が支払

う資本レント rĩã により表すことができる:

ya,{i,ã,̃i} = wi
a + κar

ĩ
ã. (4)

効用最大化問題は，選好が財 j ∈ I毎に分割可能であ
り，かつ財 j の部分効用関数 cja,x が qjba,x (ν)に関して

homothetic であるため，2段階の問題へと変換できる:

[下位問題]

min
{qjba,x

(ν)}

∑
b∈A

∫ nj
b

0

pjba(ν)q
j
ba,x (ν) dν, s.t. (2), (5a)

6 この仮定は，本研究が資本として想定しているのが，工場設備
等ではなく，金融資産などの地域間を自由に移動可能なもので
あることを意味している．

[上位問題]

max
{cja,x }

∑
j∈I

µj ln
[
cja,x

]
, s.t.

∑
j∈I

ρjac
j
a,x = ya,x . (5b)

ここで，ρja は地域 aでの財 j の価格指数である:

ρja =

[∑
b∈A

∫ nj
b

0

{
pjba(ν)

}1−σj

dν

] 1

1−σj

. (6)

この効用最大化問題 (5)を解くことにより，財 jの消費

量が価格 pjba(ν)，所得 yx の関数として，次のように導

出される:

cja,x = µj ya,x

ρja
, qjba,x (ν) =

[
pjba(ν)/ρ

j
a

]−σj

cja,x . (7)

(3) 企業行動

各地域・各産業の企業は，前述したように，Dixit and

Stiglitz 26)型の独占的競争を行う．すなわち，自由に参

入・撤退できると仮定した企業が，収穫逓増の技術によ

り差別化された財を生産する．具体的には，産業 i ∈ I
の企業 νが財 iのバラエティνを生産するには，生産要

素 (労働・資本・中間財の合成財)を固定的に 1単位と，

生産量 sia(ν)に応じて βi
as

i
a(ν)単位投入する必要があ

る．本研究では，Cobb-Douglas 型の生産技術を仮定す

るため，各中間要素の投入量は以下の関係から与えら

れる:{
lia(ν)

}ηi
a
{
kia(ν)

}γi
a
∏
j∈I

{zjia (ν)}α
ji
a = 1 + βi

as
i
a(ν).

(8)

ここで，lia(ν), k
i
a(ν) は地域 a の産業 i の企業 ν が投

入する労働量と資本量，zjia (ν) は財 j の中間投入量，

ηia, γ
i
a, α

ji
a ∈ [0, 1] は，各々，労働・資本・中間財 jの投

入割合を表すパラメータであり，ηia+γ
i
a+

∑
j∈I α

ji
a = 1

を満たす．この中間投入量 zjia (ν)は，地域 bの企業 ν̃

が生産する財 j の中間投入量 zjiba(ν̃, ν)を代替の弾力性

σj を用いて集計した次の関数で定義する:

zjia (ν) =

[∑
b∈A

∫ nj
b

0

{
zjiba(ν̃, ν)

}σj−1

σj

dν̃

] σj

σj−1

. (9)

財 iの輸送には，氷塊費用の形をとる費用がかかる 7．

すなわち，地域 aから bに 1単位の財 iを輸送すると，

最初の 1単位のうち 1/τ iab単位だけが実際に到着し，残

りは溶けてしまう (溶けた分が輸送費用) と考える．そ

のため，地域 aで生産された財 iの (労働者・企業の)

地域 bにおける需要量 xiab(ν)と供給量 sia(ν)との間に，

7 本稿では，単純なモデル構造・NEG との整合性を確保するため
に，輸送部門を導入せず氷塊費用を採用した．しかし，Tavasszy
et al. 27) などにより，この設定にはいくつかの問題が指摘され
ている．それゆえ，評価対象となる政策に応じて，本モデルに
輸送部門を導入するなどの修正を加えることが重要であろう．
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次の関係が成立する:

sia(ν) =
∑
b∈A

τ iabx
i
ab(ν), (10a)

xiab(ν) =
∑
x∈X

qiab,x (ν)Nb,x +
∑
j∈I

∫ nj
b

0

zijab(ν, ν̃)dν̃.

(10b)

ここで，Nb,x は地域 bの消費者 x = {i, ã, ĩ} (i.e., 地域

bの産業 iの企業に労働，地域 ãの産業 ĩの企業に資本

を供給する消費者) の人数である．

地域 aの各産業の企業は，独占的競争を仮定してい

るため，地域 b の消費者 x の需要関数 qjab,x (ν)，他企

業 ν̃ からの需要関数 zijab(ν, ν̃)を所与として，自ら生産

する財 iの価格 piab(ν)と労働・資本・中間財の投入量

lia(ν), k
i
a(ν), {z

ji
ba(ν̃, ν)}を設定する 8．その利潤最大化

行動は，次のように定式化できる:

max
pi
ab(ν),l

i
a(ν),k

i
a(ν),{zji

ba(ν̃,ν)}
πi
a(ν) s.t. (7), (8), (9), (10).

(11)

ここで，πi
a(ν)は利潤を表し，収入から労働・資本・中

間財の費用を引いた，以下の形で与えられる:

πi
a(ν) =

∑
b∈A

piab(ν)x
i
ab(ν)− wi

al
i
a(ν)− riak

i
a(ν)

−
∑
j∈I

∑
b∈A

∫ nj
b

0

pjba(ν̃) z
ji
ba(ν̃, ν) dν̃. (12)

この利潤最大化問題 (11)も，効用最大化問題と同様の

理由で次の 2段階の問題へと変換できる:

[下位問題]

min
{zji

ba(ν̃,ν)}

∑
b∈A

∫ nj
b

0

pjba(ν̃) z
ji
ba(ν̃, ν) dν̃ s.t. (9), (13a)

[上位問題]

max
pi
ab(ν),l

i
a(ν),k

i
a(ν),{zji

a (ν)}

∑
b∈A

piab(ν)x
i
ab(ν)− wi

al
i
a(ν)

− riak
i
a(ν)−

∑
j∈I

ρjaz
ji
a (ν)

s.t. (7), (8), (10), (14). (13b)

下位問題により，地域 bで生産される中間財の需要

zjiba(ν̃, ν)が与えられる:

zjiba(ν̃, ν) =
[
pjba(ν̃)/ρ

j
a

]−σj

zjia (ν). (14)

この需要関数を与件として上位問題を解くと，財 iの

価格 piab(ν)，中間要素の投入量 lia(ν), k
i
a(ν), z

ji
a (ν)が次

8 Dixit and Stiglitz 26) 型の独占的競争であるため，1 企業の価
格設定 piab(ν) が価格指数 ρia に与える影響は無視できる．

のように得られる:

piab(ν) =
βi
aσ

i

σi − 1
τ iabϕ

i
a, (15a)

ϕia =

[
wi

a

ηia

]ηi
a
[
ria
γia

]γi
a ∏
j∈I

[
ρja

αji
a

]αji
a

, (15b)

lia(ν) =
ηia
wi

a

[
1 + βi

a

∑
b∈A

τ iabx
i
ab

]
ϕia, (15c)

kia(ν) =
γia
ria

[
1 + βi

a

∑
b∈A

τ iabx
i
ab

]
ϕia, (15d)

zjia (ν) =
αji
a

ρja

[
1 + βi

a

∑
b∈A

τ iabx
i
ab

]
ϕia. (15e)

ここで，ϕia は生産要素の価格指数を表す．なお，(15a)

より，標準的な NEGモデルと同様，財 iのマークアッ

プ率は σi/(σi − 1)で与えられることが確認できる．

この結果から明らかなように，財 iの価格 piab(ν)は財

iの種類 νに依存しない．したがって，qjbx (ν), z
ij
ab(ν, ν̃),

zija (ν), sia(ν), l
i
a(ν), k

i
a(ν)も，同様に，種類 ν, ν̃に依存

しない．そこで，以降では，ν, ν̃を省略し，piab, q
j
bx , z

ij
ab,

zija , sia, l
i
a, k

i
aと表記する．この結果から，財 i の価格

指数 ρia は次のように与えられる:

ρia =

[∑
b∈A

nib

{
βi
bσ

i

σi − 1
τ ibaϕ

i
b

}1−σi] 1

1−σi

. (16)

以上の結果から，産業 iの企業の利潤 πi
aは，次のよ

うに表される:

πi
a =

βi
a

σi − 1
ϕias

i
a − ϕia. (17)

さらに，利潤ゼロ条件より，供給量 sia は，

sia =
∑
b∈A

τ iabx
i
ab =

σi − 1

βi
a

(18)

となる．したがって，財 iを生産する企業による中間要

素投入量 1 + βi
as

i
a は，次の通り得られる:

1 + βi
as

i
a = σi. (19)

3. 均衡条件

本稿で用いる産業連関表等のデータは，“個人や企業

の財の取引量”ではなく，常に “地域内・地域間の総取

引額”で与えられる．したがって，開発した SCGE モ

デルにより決定される多くの変数も，地域内・地域間の

総取引額として表現する必要がある．具体的には，地

域 aでの財 iの生産・需要量，地域 a, b間の財の輸送量

は，全て “量”ではなく “金額”により表す必要がある．

そこで，本節では，まず最初に，前章で示した “個人・

一企業の取引量”を表す変数を，“地域内・地域間の総

取引額”を表す変数に変換する．その後，それらの変数

を用いて，労働・資本・財 i ∈ Iの需給均衡条件を示す．
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なお，本章で定義する取引額に関する変数やパラメー

タは，その種類が多いことから，付録 IVの一覧表 (表–

6, 7) において整理されている．

(1) 数量から取引額への変換

a) 消費者行動により得られる変数の変換

最初に，消費者行動により得られる変数を考える．こ

こでは，個人の消費量を表す変数を，地域全体の消費

額を表す変数へと変換する．より具体的には，地域 a

の消費者 x = {i, ã, ĩ}の財 iの消費量を表す cja,x , q
j
ba,x

を，地域 aの消費者 x 全体の財 j の消費額Dj
a,x , d

j
ba,x

に変換する．そのために，式 (7)が，次のように表現で

きることに注目しよう:

ρjac
j
a,x = µjyx = µj

(
wi

a + κar
ĩ
ã

)
, (20a)

njbp
j
baq

j
ba,x =

[
pjba/ρ

j
a

]1−σj

njbρ
j
ac

j
a,x . (20b)

全ての関係式は単一の消費者に関するものであるため，

両辺をNa,x 倍することで地域全体の取引額を表すこと

ができる:

Dj
a,x = µjyxNa,x , (21a)

djba,x =
[
pjba/ρ

j
a

]1−σj

njbD
j
a,x . (21b)

b) 企業行動により得られる変数の変換

次に，産業 iの企業行動により得られる変数を考えよ

う．ここでは，地域 a・産業 iの各企業の供給量 sia，労

働・資本・財 j への投入量 lia, k
i
a, z

ji
a , z

ji
baを，総生産額

Si
a，労働・資本・財 j への総投入額W i

a,K
i
a,M

ji
a ,m

ji
ba

により表現する．一企業当たりの生産額 (i.e., 収入額),

(14), (15), (19) は，∑
b∈A

piabx
i
ab =

βi
aσ

i

σi − 1
ϕias

i
a, (22a)

(1 + βi
as

i
a)ϕ

i
a = σiϕia, (22b)

wi
al

i
a = ηia(1 + βi

as
i
a)ϕ

i
a, (22c)

riak
i
a = γia(1 + βi

as
i
a)ϕ

i
a, (22d)

ρjaz
ji
a = αji

a (1 + βi
as

i
a)ϕ

i
a, (22e)

njbp
j
baz

ji
ba =

{
pjba/ρ

j
a

}1−σj

njbρ
j
az

ji
a , (22f)

と表される．したがって，両辺を nia倍することで，次

の関係式が得られる:

Si
a = σiniaϕ

i
a, W i

a = ηiaS
i
a, (23a)

Ki
a = γiaS

i
a, M ji

a = αji
a S

i
a, (23b)

mji
ba =

[
pjba/ρ

j
a

]1−σj

njbM
ji
a . (23c)

(2) 均衡条件

前節では，数量を表す変数を取引額に関する変数に

変換した．そこで，本節では，取引額を表す変数を利

用した形で，モデルの均衡条件を定式化する．

本稿では，NEG理論と同様，財・労働・資本市場は，

消費者が居住地や生産要素 (労働と資本) の供給先を変

更できないほど短期間で均衡し，長期的には消費者は

自らの得る効用を最大化するように居住地・生産要素

の供給先を選択すると仮定する 9．すなわち，均衡状態

を，Na,x を与件とした状況下で財・労働・資本市場が

均衡する “短期均衡状態”と，消費者の居住地・生産要

素供給先 (地域・産業) 選択均衡条件を満たす “長期均

衡状態”の 2段階に分ける．そこで，本節では短期均衡

条件・長期均衡条件を順に示す．

なお，本モデルの変数は，全体で 8AI+AI2+3A2I2+

A2I3 +A3I3存在する: 地域 aの産業 iに労働・地域 ã

の産業 ĩに資本を供給する消費者 x = {i, ã, ĩ}の財 jの

最終需要額Dj
a,x (A2I3個)，地域 aの消費者 x による地

域 bから輸送される財 j の最終需要額 djba,x (A3I3個)，

財 iの総供給額 Si
a (AI個)，産業 iの企業の労働への総

需要額W i
a (AI個)，資本への総需要額Ki

a (AI個)，産

業 i の企業の財 j への中間需要額M ji
a (AI2 個)，地域

bから aに輸送される財 j への中間需要額M ji
ba (A2I2

個)，産業 iに従事する消費者の賃金 wi
a (AI 個)，資本

レント ria (AI 個)，消費者 x の所得 ya,x (A2I2個) 財 i

の価格指数 ρia (AI個)，産業 iの企業が投入する生産要

素の価格指数 ϕia (AI 個)，産業 iの企業数 nia (AI 個)，

地域 aの消費者 x の人口 Na,x (A2I2 個)．そこで，以

降では，未知変数分の短期・長期均衡条件を示す．

a) 短期均衡条件

まず，短期均衡条件を示す．消費者・企業の行動に基

づいて定まる変数間の関係式は，前節で得られた条件

(4), (15b), (16), (21), (23)から，5AI+AI2+2A2I2+

A2I3 +A3I3 だけ与えられる:

ϕia =

[
wi

a

ηia

]ηi
a
[
ria
γia

]γi
a ∏
j∈I

[
ρja

αji
a

]αji
a

, (24a)

ρia =

[∑
b∈A

nib
{
ψi
bτ

i
baϕ

i
b

}1−σi

]1/(1−σi)

, (24b)

Dj
a,x = µjya,xNa,x , (24c)

djba,x =
[
ψj
bτ

j
baϕ

j
b/ρ

j
a

]1−σj

njbD
j
a,x , (24d)

W i
a = ηiaS

i
a, (24e)

Ki
a = γiaS

i
a (24f)

ya,{i,ã,̃i} = wi
a + κar

ĩ
ã, (24g)

M ji
a = αji

a S
i
a, (24h)

9 資本の供給先選択は，居住地や労働の供給先選択と比較すると，
より短期的な選択行動であると考えられる．ただし，本稿では，
複数種類存在する均衡状態の中から効率的に安定的なものを得
るために，資本の供給先選択を長期均衡条件として定式化した．
なお，本稿で提案した枠組みの他に，資本の供給先選択を短期・
長期の間に位置する中期的な行動とすることも考えられる．
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mji
ba =

[
ψj
bτ

j
baϕ

j
b/ρ

j
a

]1−σj

njbM
ji
a , (24i)

Si
a = σiniaϕ

i
a. (24j)

ここで，ψj
b = βj

bσ
j/(σj − 1)である．

そこで，以降では，条件 (24)に加えて短期均衡状態

が満たす，(i.e., Na,x に関する条件以外の) 3AI の各市

場の需給均衡条件を示す．

各地域での労働の需給均衡条件

最初に，各地域の労働の需給均衡条件を示す．地域

a・産業 iの労働需要額はW i
a，供給額は，地域 a・産業

iの労働供給量が
∑

ã

∑
ĩNa,{i,ã,̃i} で与えられるため，

wi
a

∑
ã

∑
ĩNa,{i,ã,̃i} となる．したがって，この条件は

以下で表される:

W i
a = wi

a

∑
ã∈A

∑
ĩ∈I

Na,{i,ã,̃i}. (25)

各地域での資本の需給均衡条件

次に，各地域の資本の需給均衡条件を示す．地域 ã・産

業 ĩの資本需要額はK ĩ
ã，供給額は rĩã

∑
a

∑
i κaNa,{i,ã,̃i}

で与えられるため，この条件は以下で表される:

K ĩ
ã = rĩã

∑
a∈A

∑
i∈I

κaNa,{i,ã,̃i}. (26)

各地域での財 iの需給均衡条件

均衡状態では，地域 aで生産する財 iの総供給額は，

財 iの最終需要額・中間需要額の合計と一致する:

Si
a =

∑
b∈A

∑
x∈X

diab,x +
∑
j∈I

mij
ab

 . (27)

以上で示した短期均衡状態における主体間の労働・資

本・財 i ∈ I の取引関係は，図–1 に示すとおりである．

なお，図の実線の矢印は財，破線は労働，鎖線は資本

の移動を表す．

b) 長期均衡条件

次に，消費者の居住地域，労働・資本の供給先選択に関

する長期均衡条件を示す．地域 aの消費者 x = {i, ã, ĩ}
は，より高い効用が得られる居住地 aと，労働・資本

の供給先を選択する．ただし，NEG モデルでは，全消

費者が均質，かつ地域間を自由に移動できる場合，(い

わゆる no black-hole 条件を満足することができない

ため) 常に消費者・産業が一地域に集中する状態のみが

安定均衡状態となる．さらに，Akamatsu et al. 3) で示

されているように，通勤コストや地代の導入のみでは，

この問題は完全には解消できない．

そこで，本研究では，構築したモデルが (現実的な)複

数の人口・産業集積地の創発を表現できるよう，Tabuchi

and Thisse 28), Murata 29) 等と同様，消費者の居住地

選択と労働・資本の供給先選択行動に異質性を導入す

るとともに，消費者の移住 (労働の地域間移動) を一部

制限する．具体的には，本稿では，全消費者が居住す

る地域・産業を自由に選択できるわけではなく，一定割

合 λの消費者しか地域・産業間移動ができないと仮定

する．さらに，消費者の居住地，労働・資本の供給先に

関する選択行動が nested logit model により表現され

る状況を考える．その際，nested logit model と経済理

論とを整合化させるために，消費者選択に関する階層

構造は，事前に定義するのではなく，(現実データを用

いて推定された) 居住地・労働・資本の供給先選択に関

する分散パラメータ θA, θL, θC の大きさに応じて定義

する．具体的には，分散パラメータが最小となる選択

を最上位，最大となる選択を最下位と設定する．この

とき，長期均衡状態Na,{i,ã,̃i}は，次の条件により与え

られる:

Na,{i,ã,̃i} = N̂a,{i,ã,̃i} + Ña,{i,ã,̃i}, (28a)N̂a,{i,ã,̃i} = Pa,{i,ã,̃i}λN,

Pa,{i,ã,̃i} = P1 · P2 · P3,
(28b)

Ña,{i,ã,̃i} = P̃a,{i,ã,̃i}Ña,

P̃a,{i,ã,̃i} = PC(v(ã, ĩ | a, i) + ζ̃ ĩã).
(28c)

ここで，N̂a,{i,ã,̃i}, Ña,{i,ã,̃i} は，地域間を移住可能・不

可能な地域 aの消費者 {i, ã, ĩ} の人数，Ñaは移住不可

能な消費者の地域 a人口であり，

Ña =
∑
i∈I

∑
ã∈A

∑
ĩ∈I

Ña,{i,ã,̃i}, (28d)

(1− λ)N =
∑
a∈A

Ña (28e)

を満足する．また，P1, P2, P3 は各階層の選択確率を

表しており，θA, θL, θC の大きさに応じた形で与えら

れる．具体的には，θL < θC < θA となるケースでは，

これらの確率は以下で表される (その他のケースについ

ては付録 I参照):

P1 = PL(V (i) + ζi), (29a)

P2 = PC(V̂ (ã, ĩ|i) + ζ ĩã), (29b)

P3 = PA(v(a|i, ã, ĩ) + ζa). (29c)

PL(V (i) + ζi), PC(V̂ (ã, ĩ|i) + ζ ĩã), PA(v(a|i, ã, ĩ) + ζa)

は，各々，地域間移動が可能な労働者の労働供給先・資

本供給先・居住地の選択確率である:

PL(V (i) + ζi) =
exp[θL(V (i) + ζi)]∑
j exp[θ

L(V (j) + ζj)]
, (30a)

PC(V̂ (ã, ĩ|i) + ζ ĩã) =
exp[θC(V̂ (ã, ĩ|i) + ζ ĩã)]∑

b̃

∑
j̃ exp[θ

C(V̂ (b̃, j̃|i) + ζ j̃
b̃
)]
,

(30b)

PA(v(a|i, ã, ĩ) + ζa) =
exp[θA(v(a|i, ã, ĩ) + ζa)]∑
b exp[θ

A(v(b|i, ã, ĩ) + ζb)]
.

(30c)
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図–1 主体間の労働・資本・財 i ∈ I の取引関係の模式図 (矢印は財・サービスの流れる方向を表す)

また，V (i), V̂ (a|i), V̂ (ã, ĩ|i), v(b|i, ã, ĩ) は，各選択階
層の期待最大効用であり，以下で与えられる:

V (i) =
1

θC
ln

∑
b∈A

∑
j∈I

exp
[
θC

{
V̂ (b, j|i) + ζjb

}] ,
(31a)

V̂ (ã, ĩ|i) = 1

θA
ln

[∑
b∈A

exp
[
θA

{
v(b|i, ã, ĩ) + ζb

}]]
,

(31b)

v(b|i, ã, ĩ) = vb,{i,ã,̃i}, (31c)

va,x =
∑
j∈I

µj
{
ln
[
µj

]
− ln

[
ρja

]
+ ln [ya,x ]

}
. (31d)

なお，ζa, ζi, ζ ĩã, ζ̃
ĩ
ã は，地域・産業固有の効用項であ

り，第 5章で示される手順により，実データが均衡条

件を満たすような値に設定される 10．

4. 均衡状態の解析手順

NEGモデルには，安定・不安定な複数の長期均衡状

態が存在することが知られている．そこで，本章では，

前節で得られた均衡条件を満たす，安定的な均衡状態

を求める方法を示す．

(1) 短期均衡状態の導出

まず，短期均衡状態は，次の非線形連立方程式の解

として得られる:

ϕ̂ia
ψi
a

=

[
Si
a

NL
a,i

]ηi
a
[

Si
a∑

a

∑
i κaNa,{i,ã,̃i}

]γi
a ∏
j∈I

[
ρja

αji
a

]αji
a

,

(32a){
ρia

}1−σi

=
∑
b∈A

nib

{
τ ibaϕ̂

i
b

}1−σi

, (32b)

10 これらの項 ζa, ζi, ζ ĩã を考えることは，効用 va,{i,ã,̃i} に確定

的効用項 ζa,{i,ã,̃i} = ζa + ζi + ζ ĩã を導入することと一致する．

Si
a = σinia

ϕ̂ia
ψi
a

, (32c)

Si
a =

∑
b∈A

nia

{
τ iabϕ̂

i
a

}1−σi

{
ρib
}1−σi

µiYb +
∑
j∈I

αij
b S

j
b

 .
(32d)

ここで，ϕ̂ia = ψiϕia，N
L
a,iは，地域 a，産業 iに供給さ

れる労働者数を表しており，以下で与えられる．

NL
a,i =

∑
ã∈A

∑
ĩ∈I

Na,{i,ã,̃i}, (33)

また，Yb は地域 bの消費者の総所得である:

Yb =
∑
x∈X

yb,xNb,x

=
∑
i∈I

ηibSi
b +

∑
ã∈A

∑
ĩ∈I

κbγ
ĩ
ãS

ĩ
ãNb,{i,ã,̃i}∑

a

∑
i κaNa,{i,ã,̃i}

 . (34)

この非線形連立方程式の未知変数は ϕ̂ia, ρ
i
a, n

i
a, S

i
a

(4AI 個) のみである．前節で示した残りの未知変数は，

均衡条件 (24), (25), (26)に連立方程式の解を代入する

ことで容易に得られる．ただし，これらの条件式は，正

確には，ワルラス法則の存在により，4AI − 1 の独立

な方程式にしかならない．したがって，ある変数を基

準化し (ニューメレールとし)，連立方程式を解かなけ

ればならないことに注意が必要である．

(2) 長期均衡状態の導出

長期均衡状態 Na,x は，短期均衡状態として得られる

ρia, w
i
a, r

i
aを利用し，条件 (28)を解くことで得られる．

ただし，NEG分野で良く知られているように，この長

期均衡状態Na,x は安定・不安定なものが複数存在する．

そこで，本稿では，次の調整ダイナミクスを利用して，

安定的な均衡状態 Na,x を導出する:

dNa,x

dt
=
dN̂a,x

dt
+
dÑa,x

dt
, (35a)

第 57 回土木計画学研究発表会・講演集

 7



Input: 間接効用関数

長期均衡条件 (調整ダイナミクス)

Output: 安定均衡状態

Input: 地域別の労働者 人口

短期均衡条件 (各市場の需給均衡条件)

Output: 労働・資本・財の価格
(間接効用関数)

図–2 長期均衡状態の導出過程: 長期・短期均衡状態の関係

dN̂a,x

dt
= Pa,xλN − N̂a,x , (35b)

dÑa,x

dt
= P̃a,x Ña − Ña,x . (35c)

なお，この調整ダイナミクスは，進化ゲーム理論30), 31)

でその特性が良く知られている logit dynamicを nested

logit 型に拡張したものと対応している．この安定的な

長期均衡状態の導出過程は，図–2 で模式的に示すとお

りである．

この調整ダイナミクスを利用した安定的な均衡状態

を導出する手順は，次の通りとなる 11:

step 0: 消費者による居住地・生産要素供給先に関

する選択の初期状態N (0) = {N (0)
a,x } を設定．

step 1: n−1回目の計算で得られた N (n−1) を利

用して短期均衡条件 (32) を解く．

step 2: 以下で示すように，調整ダイナミクス方向

に居住地・生産要素供給先N (n) を改訂する:

N̂ (n)
a,x = N̂ (n−1)

a,x + ∆̂(n−1)
a,x , (36a)

Ñ (n)
a,x = Ñ (n−1)

a,x + ∆̃(n−1)
a,x , (36b)

∆̂(n)
a,x = δ

{
Pa,x (N

(n))λN −N (n)
a,x

}
, (36c)

∆̃(n)
a,x = δ

{
P̃a,x (N

(n))Ña − Ñ (n)
a,x

}
. (36d)

ここで，δは調整ダイナミクス方向への均衡解

の変化の度合を表すパラメータ，Pa,x (N
(n)),

P̃a,x (N
(n))はN (n)の下で得られる Pa,x , P̃a,x

である．

step 3: ∥N (n) −N (n−1)∥ ≤ ϵ であれば計算終了．

そうでなければ，n := n− 1として step 1に

戻る．

logit dynamic は，任意の状態から安定均衡状態へと収

束する解軌跡が唯一であることが知られている (e.g.,

11 大規模な空間経済を考える場合は，Akamatsu et al. 17) により
提案されている Fukushima 32) 型の merit 関数を用いたアプ
ローチにより計算効率を向上させることができる．

Sandholm 31))．したがって，構築した SCGEモデルに

は複数の安定均衡状態が存在し得るものの，本研究で

提案する安定均衡状態の導出方法は，政策実施に伴い

基準均衡状態から創発する状態を正しく捉えることが

できると考えられる．

5. パラメータ設定方法

本モデルの基準均衡状態を実データと整合的にする

ためには，モデル・パラメータを推定・キャリブレー

トする必要がある．そこで本節では，データからその

数値が得られる W i
a, K

i
a, S

i
a, M

ij
a , Ya が基準均衡状態

(i.e., 政策を実施していない状況下での均衡状態) とな

るような，短期・長期均衡条件に関係するパラメータ

の推定・キャリブレート方法を順に説明する．

(1) 短期均衡条件に関係するパラメータ

本節では，短期均衡条件に関係するパラメータ αij
a ,

ηia, γ
i
a, τ

i
ab, σ

i, µi, Na,x , N̂a,x , Ña,x , κa, ψ
i
a の推定・

キャリブレーション方法を示しておこう．以降で用いる

基準均衡データは，2005年の各地域の産業連関表から

得られる，地域・産業別生産額 Si
a，賃金 (家計外消費

支出と雇用者所得の和で与える) W i
a，資本レント (営

業余剰，資本減耗引当，間接税，経常補助金の和で与

える) Ki
a，中間投入額M ij

a ，最終消費額 Yaである 12．

パラメータ αij
a , η

i
a, γ

i
a は，各地域の産業連関表デー

タからその値を設定する．具体的には，αij
a , η

i
a, γ

i
aは，

各々，地域 a・産業 iの中間投入総額に占める財 jの中

間投入額，労働，資本 (付加価値から家計外消費支出・

雇用者所得を除いたもの) の割合を用いる．

次に，輸送費用に関する項 τ iab を考えよう．輸送費

用に関するパラメータは，容易にデータを得ることが

できないことから，Redding and Venables 33), Head

and Mayer 34)と同様の方法で推定する．より具体的に

は，式 (24) を用いると，地域 a, b 間の財 i の輸送額

Xi
ab =

∑
x d

i
ab,x +

∑
j m

ij
ab が次のように与えられるこ

とを利用する:

ln[Xi
ab] = FXi

a + FMi
b + ln[{τ iab}1−σi

]. (37)

ここで，FXi
a は生産地 a に関する項，FMi

b は需要地

b に関する項を表す．

本研究では，輸送費用に関する項 {τ iab}1−σi

に関し

て，次の 2種類のモデルを考える:

• 地域間距離を直線距離で定義
• 地域間距離を道路による移動時間で定義

12 ただし，総最終消費額
∑

a Ya は，輸出入を正確に反映しない限
り，データ上は必ずしも 総付加価値

∑
a

∑
i W

i
a+Ki

a と一致し
ない．そこで，本稿では，基準均衡データとして与える地域別最終
消費額を，データ上得られる地域ごとの最終消費額 Ŷa を用いて，
次のように定義した: Ya = Ŷa{(

∑
a

∑
i W

i
a+Ki

a)/(
∑

a Ŷa)}.
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そして，その両モデルの特徴・道路整備効果の予測結果

を比較することで，本研究において開発される SCGE

モデルの特徴を明らかにする．

{τ iab}1−σi

は，地域内 (i.e., a = b),地域間 (i.e., a ̸= b)

別に，以下で与えられると考える:

直線距離の場合:

{τ iab}1−σi

= {distab}τ
i

(38)

ここで，distab は地域 a, b間の直線距離を表す 13．た

だし，地域内輸送距離 distaa は，Redding and Ven-

ables 33) と同様，地域 a の総面積 areaa を用いて，以

下で与える:

distaa =
2

3

√
areaa
π

. (39)

この地域内輸送距離を採用することは，1) 地域 a が円

状であること，2) 全ての生産活動がその中心で行われ，

消費者が円内に均等に分布すること，を仮定すること

と対応している．

道路距離の場合:

{τ iab}1−σi

=

{ICa}τ
i
IC · {distaa}τ

i

if a = b,

{distab}τ
i

if a ̸= b.
(40)

ここで，distab は地域 a, b間の所要時間である．この

所要時間は高速道路・国道・フェリーを利用した場合

の最短所要時間で与える．なお，この最短所要時間は，

高速道路，国道，フェリーの速度を，各々，80km/h,

45km/h, 45km/h として，ArcGISにより計算した．ま

た，地域内の所要時間 distaa は，直線距離の場合と同

じ距離 (39)を，国道と同じ速度 (i.e., 45km/h) で移動

すると想定して与えた．また，ICa は地域 aに存在す

るインターチェンジ数を表す．ただし，インターチェン

ジが存在しない地域については ICa = 1 とした 14．

そして，次の推定式により τ i, τ iIC を得る:

直線距離の場合:

ln[Xi
ab] = FXi

a + τ i ln[distab] + FMi
b + ξiab. (41a)

道路距離の場合:

ln[Xi
ab]

=


FXi

a + τ iIC ln[ICa] + τ i ln[distaa] + FMi
a + ξiaa

if a = b,

FXi
a + τ i ln[distab] + FMi

b + ξiab if a ̸= b.

(41b)

ここで，ξiab は誤差項である．

輸送費用パラメータ τ i, τ iIC を推定式 (41)から推定す

る際には，財 iの地域間交易額に関するデータが必要と
13 本研究では，ArcGIS 上で計測された各地域の重心をセントロ
イドとした．

14 インターチェンジが 0 または 1 箇所の場合，高速道路は地域内
輸送に貢献しないと考えることができるため．

なる．しかし，そのデータを得るのは困難であるため，

本稿では，経済産業省で公開している 9地域間産業連

関表を用いて，輸送費用パラメータを推定する．なお，

注意が必要なのは，ここで示したパラメータ推定方法

では，代替弾力性パラメータ σi の影響を分離できない

点である．すなわち，上記の手法により得られる結果

は，あくまで {τ iab}1−σi

の推定結果であり，代替弾力

性の効果を除いた輸送技術・道路網の影響を推定でき

るわけではない．

産業 iの財の代替弾力性 σiは，短期均衡条件 (32) で

用いられていることから理解できるように，輸送費用に

関する項 {τ iab}1−σi

とは別に推定する必要がある．た

だし，数多くの研究で指摘されているように，代替弾

力性 σi の適切な推定には，現状では困難が伴う．そこ

で，本研究では，既存研究で推定された σiの値を利用

することとする．

µi は，システム全体の財 i ∈ I の最終需要・中間需
要額が総供給量と等しくなるように設定する．より具

体的には，式 (8)を地域 aについて足し合わせた，次の

関係式を満たす値に設定する:

∑
a∈A

Si
a =

∑
a∈A

∑
b∈A

∑
x∈X

diab,x +
∑
j∈I

mij
ab

 . (42)

したがって，µi は以下の通り与えられる:

µi =

∑
a S

i
a −

∑
a

∑
j M

ij
a∑

a Ya
. (43)

地域 a の消費者 {i, ã, ĩ} の人口Na,{i,ã,̃i} は，地域・

産業別労働者数 NL
a,i と，資本供給数 NC

a,i に分けて設

定する:

NL
a,i =

∑
b∈A

∑
j∈I

Na,{i,b,j}, (44a)

NC
a,i =

∑
b∈A

∑
j∈I

Nb,{j,a,i}. (44b)

まず，NL
a,iは，総務省統計局で公開されている，地域・

産業別の就業者数で与える．NC
a,i は，資本の供給量に

関するデータを得ることが困難であることから，各地

域・産業の労働者数と資本量が比例していると仮定す

る．すなわち，NL
a,i = NC

a,i となるように設定する．ま

た，資本はいずれの地域・産業へも自由に投資できる

ことから，本研究では，消費者の資本の投資先は，居

住する地域・労働を供給する産業に依存しないと仮定

する．この仮定の下では，Na,{i,ã,̃i} は次のように表す

ことができる:

Na,{i,ã,̃i} =
NC

ã,̃i

N
NL

a,i. (45)

また，N̂a,x , Ña,x は，基準均衡状態では移住可能・不可

能な消費者の割合が各地域で同一であると仮定し，以
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下で与える:

N̂a,x = λNa,x , (46a)

Ña,x = (1− λ)Na,x . (46b)

このとき，Ña は，次の形で表すことができる:

Ña = (1− λ)
∑
i∈I

NL
a,i. (47)

κaは，各地域の総可処分所得 Yaと賃金所得, 資本所

得が整合するように設定する．すなわち，次の関係を

満足する値とする:

Ya =
∑
i∈I

W i
a +

∑
ã∈I

∑
ĩ∈I

rĩãκaNa,{i,ã,̃i}

 . (48)

これを整理すると，κaは次の関係を満たす値として設

定される:

Ya −
∑
i∈I

W i
a =

∑
ã∈A

∑
ĩ∈I

∑
iNa,{i,ã,̃i}κa∑

b

∑
j Nb,{j,ã,̃i}κb

K ĩ
ã. (49)

残りのψi
aは，均衡条件式 (32)を用いて設定する．均

衡条件を求める際に解くべき非線形連立方程式の変数

のうち，基準均衡状態のデータからW i
a,K

i
a, S

i
a, Ya が

得られる．そこで，上述した方法で得られたパラメータ

σi, τ iab, α
ij
a , µ

i, Ci
adとW i

a,K
i
a, S

i
a, Yaを用いて，式 (32)

より，ϕ̂ia, ρ
i
a, ψ

i
a, n

i
a を決定する．この具体的な手順は

次の通り:

step 1 条件 (32d) の非線形連立方程式から Φi
a =

nia(ϕ
i
a)

1−σi

を計算する:

Si
a −

∑
b∈I

{τ iab}1−σi

Φi
a∑

k{τ ikb}1−σiΦi
k

µiYb +
∑
j∈I

αij
b S

j
b

 = 0.

(50)

step 2 条件 (32b)に Φi
a を代入して，ρ

i
a を得る．

step 3 条件 (32a)にρiaを代入して，ϕ
i
a/ψ

i
aを得る．

step 4 条件 (32c)に ϕia/ψ
i
a を代入して，n

i
a を得

る．

step 5 Φi
a と nia より，ϕ

i
a を計算する．

step 6 ϕia/ψ
i
a と ϕia から，ψ

i
a を導出する．

(2) 長期均衡状態に関係するパラメータ

次に，長期均衡条件 (28) を満たすためのパラメータ

θA, θL, θC , ζa, ζ
i, ζ ĩã, ζ̃

i, ζ̃ ĩã のキャリブレーション方法

を示す．これらのパラメータは，長期均衡条件 (28)が成

立する値に設定する．そのために，まず θA, θL, θC は，

ζa = ζi = ζ ĩã = ζ̃i = ζ̃ ĩã = 0 ∀a, ã ∈ A, ∀i, ĩ ∈ I とした
時の nested logit model の対数尤度関数 Lを最大化す

る値とする:

L =
∑
a∈A

∑
x∈X

[
N̂a,x

λN
ln [Pa,x ] +

Ña,x

Ña

ln
[
P̃a,x

]]
. (51)

最後に，長期均衡条件を満たすように，各地域・産業

の ζa, ζ
i, ζ ĩã, ζ̃

i, ζ̃ ĩã を設定する:

N̂a,x − Pa,xλN = 0, (52a)

Ña,x − P̃a,x Ña = 0. (52b)

ただし，この方法では ζa, ζ
i, ζ ĩã, ζ̃

i, ζ̃ ĩãの値は一意に決ま

らない．そこで，ここでは，ζ1 = ζ1 = ζ11 = ζ̃1 = ζ̃11 = 0

に基準化して，残りのパラメータ値を決めることとする．

6. モデル挙動と実現象との比較: 輸送費用
変化による効果

本章では，2005年の国勢調査，各都道府県・政令指

定都市の産業連関表，地域間産業連関表のデータを用

いて，パラメータのキャリブレーション・推定を行う．

さらに，開発したモデルにより，高速道路網/輸送費用

の変化 15が各地域の人口に与える影響を調べ，実現象

(2005年と 1985年の間に観測された就業者数の変化の

傾向) との対応を確認する 16．

本分析は，日本国内を都市雇用圏を基準に分割した

432地域を対象に実施する．具体的な地域分割手順は，

付録 II参照．なお，この地域分割結果は，図–3に示す

とおりである．また，産業は，第一次産業・第二次産

業・第三次産業の 3種類とした 17．

(1) 輸送費用パラメータの推定

輸送費用パラメータ τ i, τ iIC は，地域間産業連関表の

データを用いて推定する．その際，地域間産業連関表

の地域分割と同様に，日本国内を図–4 に示す 8地域に

分割する 18．地域間産業連関表に記載されている地域・

産業別の最終・中間需要額 diab,x , m
ij
ab を利用すると，地

域 a, b間の財 i の輸送額 Xi
ab に関するデータが得られ

る．なお，8地域のセントロイドは，図–3で分割した

地域のうち，人口最大地域の重心と設定し，distab をセ

ントロイド間の距離 (直線距離または道路距離) で定義

する．また，地域内輸送距離 distaa で用いる各地域の
15 本分析で解析する高速道路網/輸送費用の変化は，2005 年から
過去にさかのぼることを想定している．なお，輸送費用以外に
も人口分布/産業集積の変化に大きな影響を与える要因 (e.g., 産
業構造の変化) は数多く存在する．これらの影響を調べることは
非常に重要であることから，今後は必要なデータを整備し，そ
の分析を実施する必要があると考えられる．

16 1985 年時点では全都道府県の産業連関表は整備されていないた
め，本稿では 2005 年時点のデータを利用した．

17 第一次産業は，日本標準産業分類における大分類 A 農業・林業，
大分類 B 漁業とした．また，第二次産業は，大分類 C 鉱業・
採石業・砂利採取業，大分類 D 建設業，大分類 E 製造業とし，
第三次産業はそれ以外を用いた．

18 沖縄は経済規模が小さいこと，極端に他地域と離れた位置にあ
ることから，ここでは省略した．
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図–3 地域分割 (432地域)

図–4 地域間産業連関表の地域分割

表–1 輸送費用パラメータの推定結果

パラメータ
推定値

直線距離 道路距離

τ1 −1.372 −0.828

τ2 −1.274 −0.741

τ3 −1.603 −0.857

τ1IC — 0.402

τ2IC — 0.387

τ3IC — 0.533

総面積 areaa は，ArcGISから得られる面積を用いる．

すると，(41)の推定式より，τ i, τ iIC が表–1の通り得ら

れる．

この推定結果から，第三次産業の τ3は，その他の産

業より小さい (絶対値が大きい) ことがわかる 19．これ

には次の理由が考えられる: 第三次産業の財は輸送が困

難であるとともに，Knaap and Oosterhaven 21) による

σi の推定結果から示唆されるように，一般に第一・二

次産業の財と比較して代替弾力性が大きく，遠方の地

域では需要が見込めない 20．

19 谷川 35) により示されているように，本稿で用いた産業連関表
では，“地域外からの旅行者の旅行先での消費” をサービス部門
の移出入として考えている．したがって，第三次産業の輸送費
用パラメータの一部には人の移動費用が含まれていると捉える
ことができる．

20 第 5 章 (1) 節でも述べたとおり，本稿で用いた推定手法ではパ

表–2 θA, θL, θC の推定結果

パラメータ
推定値

直線距離 道路距離

θA 0.427 0.505

θL 2.710 2.703

θC 0.699 0.695

(2) その他のパラメータ推定・キャリブレーション

地域・産業別の労働人口N i
aには，総務省統計局で公

表されている自治体・産業別の就業者数を与えた．ま

た，αij
a , η

i
a, Ŷa,W

i
aは，2005年の産業連関表から得た．

具体的には，各都道府県の産業連関表を各自治体の就

業者数に応じて分割し，自治体毎の産業連関表を作成

した．ただし，札幌市・神戸市・広島市・福岡市・北九

州市については 2005年の産業連関表が存在したことか

ら，そのデータを利用した．それと同時に，北海道・兵

庫県・広島県・福岡県の他自治体については，各道県

の産業連関表から上記の都市のデータ分を差し引いた

うえで，その就業者数に応じて比例配分した．その後，

各地域 (i.e., 図–3に示す 432地域) に属する自治体の

データを合算することで，地域別のデータを作成した．

代替弾力性 σi は，Knaap and Oosterhaven 21) で得

られている産業分類別の代替弾力性を推定した結果を用

いた 21．より具体的には，Knaap and Oosterhaven 21)

で用いている産業分類を 第一次・二次・三次産業に分

類しなおした上で，推定された代替弾力性の平均値で

ある

(σ̄1, σ̄2, σ̄3) = (11.1, 14.9, 16.4) (53)

を各産業の σi として用いた．居住する地域を選択でき

る消費者の割合 λ は，0.9 に設定した．また，µi は，

(µ1, µ2, µ3) = (0.005, 0.301, 0.695) (54)

となり，各地域の産業連関表から確認できる，産業 i へ

の最終消費シェアと大きな差がないことが確認できた．

ロジットパラメータ (θA, θL, θC)の推定結果は，表–2

に示すとおりである．この結果から，消費者選択の階

層構造は，最上位から順に，居住地選択・資本の供給

先・労働の供給先となることが確認できる．

(3) モデル挙動と実現象との比較

以上で得られたパラメータを用いて，輸送費用の増

加が各地域・産業に与える影響を調べる．具体的には，

次の式によって与えられる，総人口に占める各地域・産

ラメータ τ i の推定の際，代替弾力性の影響を分離できない．
21 実際の政策評価をする場合，この設定は必ずしも妥当とは言え
ないと考えられる．したがって，何らかの方法で代替弾力性を
推定することを検討する必要がある．
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～ 1985
1986 ～ 2005

図–5 高速道路網

業の人口シェアの変化に着目する:∑
iN

L∗
a,i −

∑
iN

LP
a,i

N
× 100 (55)

ただし，上付き添え字 ∗は基準均衡状態, Pは輸送費用

増加後の均衡状態 (過去を想定した状態) を表す．

本研究では，地域間距離の定義に応じて，以下の輸

送費用の変化を考える 22:

直線距離: 全地域内・地域間輸送距離を同時に 20%増

加させる．

道路距離: 2005年の高速道路網下の所要時間から，1985

年の高速道路網下の所要時間に変化させる (図–5 )．

ただし，高速道路網の整備効果に注目するために，

本研究では高速道路以外の輸送網は変化させない．

さらに，数値解析により得られた各地域の人口シェア

の変化と，1985年から 2010年までの現実の変化 23を

比較する 24．なお，本研究ではモデルと実現象の比較

の際，構築したモデルの定性的な挙動が長期的な人口

変化の傾向をとらえることができているかという点に

注目する 25．

現実の就業者シェアの変化・モデル解析により得ら

れた人口シェアの変化は，図–6, 7に示す通りである．

この結果から，地域間距離の定義によらず，東京・名古

屋の人口シェア増加，大阪の人口シェア減少という傾

向は，(その程度に違いはあるものの) 現実と一致して

いる．一方，その他の地域の人口規模変化の傾向 (i.e.,

人口増/減) には違いも見られた．その特徴を地域規模

別にまとめたのが，表–3である (結果の詳細な内訳は，

付録 III参照)．この結果から，実データとモデルの人
22 数値解析では輸送費用の変化幅を 200 分割して，徐々に増加さ
せた．

23 就業者数は各年の国勢調査データを用いた．
24 なお，輸送費用を増加させるという操作は，開発したモデルに
おいて輸送費用の変化が人口分布に与える影響を調べるために
設定した仮想的なものであり，実現象 (1985 年から 2005 年ま
での労働人口変化) とは無関係である．

25 本解析では，産業毎の生産技術の変化・消費者の各産業の財へ
の選好の変化・総人口等は変化しないと仮定しているため．

-0.5 0 0.5 1 1.5 2 2.5
-0.5

0

0.5

1

データ

モ
デ
ル

: 直
線
距
離

(a) 地域間距離に直線距離を用いた場合

-0.5 0 0.5 1 1.5 2 2.5

-0.03

0

0.03

0.06

データ

モ
デ
ル

: 道
路
距
離

-0.06

(b) 地域間距離に道路距離を用いた場合

図–6 実データと数値解析結果の関係

表–3 実データとモデルの人口変化傾向の対応

地域間距離 集計した地域 人口変化傾向が
の設定 (表記都市を含む地域) 一致する割合

全体 68.1% (294/432)

直線距離 政令指定都市 33.3% (5/15)

中核市 66.7% (24/36)

全体 66.4% (287/432)

道路距離 政令指定都市 86.7% (13/15)

中核市 36.1% (13/36)

口変化傾向が一致する割合は，地域間距離の設定に依

らず，ほぼ同じ値となっていることが確認できる (直線

距離: 68.1%, 道路距離: 66.4%)．その一方で，政令指

定都市を含む地域では道路距離，中核市を含む地域で

は直線距離に設定した方が，実現象と整合する傾向に

ある．これは，1985年～2005年の間の高速道路整備が

政令指定都市の人口変化に大きな影響を与えた一方で，

中核市の人口変化への影響は小さかったことを示唆し

ている．なお，直線距離を用いた数値解析では，道路距

離を用いた場合と異なり，全地域間距離を一定割合変化

させている．それゆえ，中核市の人口変化は輸送技術の

変化・より細かい交通網 (e.g., 国道等の一般道) の整備
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(a) 現実の人口分布変化
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(b) 直線距離を用いた場合の解析結果
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(c) 道路距離を用いた場合の解析結果

図–7 現実の人口分布変化と数値解析結果
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(a) 1985年までの整備
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(b) 1986～2005年の整備
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(c) 2005年までの整備

図–8 高速道路整備の影響評価結果

から大きな影響を受けたことを示していると捉えるこ

ともできる．以上の結果から，本稿で実施した SCGE

分析により実現象を適切に表現するためには，高速道

路整備だけでなく一般道路網や輸送技術の進展を考慮

することが重要になると考えられる．

7. 高速道路整備の影響分析

本章では，地域間距離を道路距離で与えたモデルに

より，高速道路整備が都市人口に与えた影響を分析す

る．特に，1985年までに実施された東京を中心とした

高速道路整備と，それ以降に実施された地方部へのネッ

トワーク拡張が人口分布に与えた影響を調べる．

高速道路整備に関する数値解析結果は，図–8 に示す

とおりである．ここで，(a) は 1985年までの整備効果

(図–5の黒線部分の整備効果)，(b)は 1986～2005年の

整備効果 (図–5の赤線部分の整備効果)，(c)は 2005年

までの整備効果 (図–5に記載の全路線の整備効果) の

分析結果である．

(a)の結果から，1985年までの東京を中心とした高

速道路整備は，東京への人口集中を誘発していること

が確認できる．ただし，それと同時に，札幌・福岡でも

人口増加が見られる．これは，両都市が東京から離れ

ていることから，その影響 (e.g., 地方の企業と東京の

企業間の競争) を受けにくい状況にあるためであると考

えられる．また，(b) の結果より，1986～2005年まで

の高速道路整備は，地方の政令指定都市の人口増加を

もたらしていることもわかる．これは，この期間の整

備が政令指定都市を中心とした整備となってためであ

ると考えられる．ただし，(a)と (c)がほぼ同じ傾向を

示していることから理解できるように，この時期の高

速道路整備効果は限定的であり，高速道路整備全体の

影響 (i.e., (c)に示した結果) の殆どは 1985年までに建

設された東京中心の高速道路網整備によるものである

ことが示唆される．

8. おわりに

本研究では，高山ら 1) が開発した集積の経済と人口

移動を考慮した SCGE モデルを高速道路整備の効果分

析に適用できる枠組みに改良した．そして，過去の高速

道路整備が人口分布に与えた影響を調べた．その結果，

1985年から 2005年の高速道路整備効果を模擬したモ

デル解析結果と現実の人口変化傾向が，人口規模の大
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きい地域において一致していることが確認できた．さ

らに，1985年までの高速道路整備は東京一極集中，そ

れ以降の整備は政令指定都市の人口増加をもたらした

ことを示唆する結果も得られた．

以上の結果は，特定の状況下での数値解析により得

られたものである．現実的な政策効果分析への応用可

能性の検証・適用計算の実施には，多様な状況におけ

るモデルの特性の理解，実現象との対応確認，モデル

のさらなる改良が欠かせない．この方向の研究に必要

となる膨大な空間経済データは，近年，容易に取得で

きるようになっており，その基盤が整いつつあること

から，今後の進展が期待される．
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研究 (B) (課題番号 18H01556)，若手研究 (B) (課題番

号 15K18136) の助成金を受けた研究の一部である．こ

こに記し，感謝の意を表する．

付録 I. nested logit model の選択確率

[θA = min{θA, θL, θC} の場合]

P1 = PL(V (a) + ζa), (I.1a)

P2 =

PA(V̂ (i|a) + ζi) if θL ≤ θC

PC(V̂ (ã, ĩ|a) + ζ ĩã) if θC ≤ θL
(I.1b)

P3 =

PC(v(ã, ĩ|a, i) + ζ ĩã) if θL ≤ θC

PA(v(i|a, ã, ĩ) + ζa) if θC ≤ θL
(I.1c)

ここで，V (a), V̂ (i|a), V̂ (ã, ĩ|a)は各階層で与えられる
期待最大効用であり，以下で表される:

V (a) =



1

θL
ln
[∑

i exp[θ
LV̂ (i|a)]

]
if θL < θC ,

1

θC
ln
[∑

ã

∑
ĩ exp[θ

C V̂ (ã, ĩ|a)]
]
if θC < θL,

(I.2a)

V̂ (i|a) = 1

θC
ln

∑
ã

∑
ĩ

exp[θCv(i|a, ã, ĩ)]

 , (I.2b)

V̂ (ã, ĩ|a) = 1

θL
ln

[∑
i

exp[θLv(ã, ĩ|a, i)]

]
. (I.2c)

v(i|a, ã, ĩ), v(ã, ĩ|a, i) は以下で与える:

v(i|a, ã, ĩ) = va,{i,ã,̃i}, (I.2d)

v(ã, ĩ|a, i) = va,{i,ã,̃i}, (I.2e)

va,x =
∑
j

µj
{
ln
[
µj

]
− ln

[
ρja

]
+ ln [ya,x ]

}
. (I.2f)

[θL = min{θA, θL, θC} の場合]

P1 = PL(V (i) + ζi), (I.3a)

P2 =

PA(V̂ (a|i) + ζa) if θA ≤ θC

PC(V̂ (ã, ĩ|i) + ζ ĩã) if θC ≤ θA
(I.3b)

P3 =

PC(v(ã, ĩ|a, i) + ζ ĩã) if θA ≤ θC

PA(v(a|i, ã, ĩ) + ζa) if θC ≤ θA
(I.3c)

ここで，V (i), V̂ (a|i), V̂ (ã, ĩ|i), v(b|i, ã, ĩ) は以下で与
えられる:

V (i) =



1

θA
ln
[∑

b exp[θ
AV̂ (b|i)]

]
if θA < θC ,

1

θC
ln
[∑

b

∑
j exp[θ

C V̂ (b, j|i)]
]
if θC < θA,

(I.4a)

V̂ (a|i) = 1

θC
ln

∑
ã

∑
ĩ

exp[θCv(a, i|ã, ĩ)]

 , (I.4b)

V̂ (ã, ĩ|i) = 1

θA
ln

[∑
a

exp[θAv(a|i, ã, ĩ)]

]
. (I.4c)

v(a|i, ã, ĩ) = vb,{i,ã,̃i}. (I.4d)

[θC = min{θA, θL, θC} の場合]

P1 = PC(V (ã, ĩ) + ζ ĩã), (I.5a)

P2 =

PA(V̂ (a|ã, ĩ) + ζa) if θA ≤ θL

PL(V̂ (i|ã, ĩ) + ζi) if θL ≤ θA
(I.5b)

P3 =

PL(v(i|a, ã, ĩ) + ζi) if θA ≤ θL

PA(v(a|i, ã, ĩ) + ζa) if θL ≤ θA
(I.5c)

ここで，V (ã, ĩ), V̂ (a|ã, ĩ), V̂ (i|ã, ĩ) は以下で与えられ
る:

V (ã, ĩ) =


1

θA
ln
[∑

b exp[θ
AV̂ (b|ã, ĩ)]

]
if θA < θC ,

1

θL
ln
[∑

j exp[θ
LV̂ (j|ã, ĩ)]

]
if θC < θA,

(I.6a)

V̂ (a|ã, ĩ) = 1

θL
ln

[∑
i

exp[θLv(i|a, ã, ĩ)]

]
, (I.6b)

V̂ (i|ã, ĩ) = 1

θA
ln

[∑
a

exp[θAv(a|i, ã, ĩ)]

]
. (I.6c)

付録 II. 地域分割の手順

本研究では，日本国内を都市雇用圏25)の区分に基づ

いて，次の手順で分割する．
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表–4 政令指定都市を含む地域 (+: 人口増，−: 人口減)

都市雇用圏 実データ
モデル

直線距離 道路距離

札幌 + − −
仙台 + − +

東京 + + +

新潟 + − +

静岡 − + −
浜松 + + +

名古屋 + + +

京都 + − +

大阪 − − −
神戸 + + +

岡山 + − −
広島 + − +

福岡 + − +

北九州 − + −
熊本 + − +

1 国勢調査による『都道府県・市町村別統計表

(一覧表)』に記載されている市町村について，

都市雇用圏に含まれているものは，該当する

地域に分類する．

2 都市雇用圏に含まれない市町村は，以下の手

順に従って分類する．

(a) 人口が 1万人以上である場合，単一市町

村で一地域に区分する．

(b) 人口が 1万人未満である場合，都道府県

内の地域区分 (e.g., 加賀地方・能登地方

(石川県)，上越地方・中越地方・下越地

方・佐渡地方 (新潟県))に則って，都市

雇用圏に含まれない他の市町村とまとめ

て一地域に区分する．

(c) まとめた地域の総人口が 1万人以上であ

る場合，適当な地域名をつけて終了する．

(d) まとめた地域の総人口が 1万人未満であ

る場合，隣接する他地域 (都市雇用圏で

も手順 (2b)以降で分類した地域でも可)

と合わせて一地域とする．

(e) 手順 (2c)に戻る．

なお，都市雇用圏とは，(1)中心都市を DID人口に

よって設定し，(2) 郊外都市を中心都市への通勤率が

10%以上の市町村とし，(3)同一都市圏内に複数の中心

都市が存在することを許容する都市圏設定である．そ

の具体的な定義は，金本・徳岡 25) 参照．

付録 III. 数値解析結果と実現象の対応

政令指定都市を含む地域，中核市を含む地域における

数値解析により得られた結果と実現象の対応は，各々，

表–4,5に示すとおりである．

付録 IV. 変数・パラメータ一覧表

本稿で用いた変数の定義を 表–6，パラメータの定義

を 表–7 により整理する．
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表–5 中核市を含む地域 (+: 人口増，−: 人口減)

都市雇用圏 実データ
モデル

直線距離 道路距離

旭川 − − +

函館 − − +

青森 − − −
八戸 − − +

盛岡 + − −
秋田 − − +
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表–6 変数一覧表 (取引額に関する変数)

記号 定義 記号 定義

Na,x 地域 a の消費者 x 人口 nia 地域 a・産業 i の企業数

N̂a,x
地域 a の地域間移動が可能な消費者 x 人口

(N̂a,x = λNa,x )
Ña,x

地域 a の地域間移動が不可能な消費者 x 人口

(N̂a,x = (1− λ)Na,x )

NL
a,i

地域 a・産業 i への労働供給量

(NL
a,i =

∑
b

∑
j Na,{i,b,j})

NC
a,i

地域 a・産業 i に資本を供給する消費者数

(NC
a,i =

∑
b

∑
j Nb,{j,a,i})

ρia 地域 a における財 i の価格指数 ϕia
地域 a・産業 i の企業が投入する生産要素の価

格指数

Di
a,x 地域 a の消費者 x の財 i への総最終需要額 diba,x

地域 a の消費者 x の地域 bで生産された財 i

への総最終需要額

Ya 地域 a の消費者の総所得 ya,x
地域 a の消費者 x の所得

(ya,{i,ã,̃i} = wi
a + κar

ĩ
ã)

wi
a 地域 a・産業 i に勤める消費者の賃金 ria 地域 a・産業 i の企業の資本レント

W i
a 地域 a・産業 i の企業の労働への総需要額 Ki

a 地域 a・産業 i の企業の資本への総需要額

M ji
a 地域 a・産業 i の企業の財 j への総中間需要額 mji

ba
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表–7 パラメータ一覧表
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ψi
a βi

aσ
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a
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(可変的) 生産要素投入量
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